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１． 一般会計決算の概要

　 　令和元年度の一般会計決算は、市税等の歳入確保に努めるとともに、基本構想で定められ

た将来都市像「ひと・まち・みどりが輝くヒューマンフィールドやちまた」の実現に向け、

「八街市総合計画２０１５」に位置づけした各施策を実施し、歳入が２３１億８千１８２万

８千円（前年度比4.8％の増）、歳出が２２２億７千９１４万１千円（前年度比3.9％の増）

となり、形式収支は９億２６８万７千円（前年度比２億２千８３６万４千円の増）、実質収

支は４億２千２９４万７千円（前年度比２億１０７万円の減）となりました。

　また、単年度収支は△２億１０７万１千円、実質単年度収支は△９億９千３９４万１千円

となりました。

【令和元年度一般会計決算収支の状況】

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

単年度収支額

実質単年度収支額

△ 201,071 △ 205,422 4,351

△ 993,941 △ 512,770 △ 481,171

歳入歳出差引
902,687 674,323 228,364

Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支額
422,947 624,017 △ 201,070

Ｃ－Ｄ

翌年度へ繰り越すべき財源
479,740 50,306 429,434

Ｄ

260,000 450,000 △ 190,000

令和元年度決算の状況

（令和２年９月定例会議案第８～13号資料）

八街市総務部財政課

（単位：千円）

① ② ③＝①－② ③／②

比　較 増減率(％)
区　　分

令和元年度 平成30年度

歳入総額

Ａ
23,181,828 22,119,974 1,061,854 4.8

歳出総額
22,279,141 21,445,651 833,490 3.9

Ｂ

実質収支額のうち地方自治法
２３３条の２の規定による基
金 繰 入 額

－1－



２． 一般会計歳入決算の状況

（１）歳入全般の状況

構成比 構成比

32.6 33.5

17.5 16.4

16.3 18.0

6.6 6.5

3.8 1.7

3.4 1.4

10.5 9.6

3.2 3.8

12.8 14.4

100.0 100.0

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

① 市税については、主に市民税（法人税割）や固定資産税（償却資産）が増収となり、前年度と

比較して１億５千５２万８千円の増となりました。

② 地方交付税については、普通交付税が１億９千８６３万６千円（5.7％）の増、特別交付税が、

災害関連の特殊財政需要が伸びたことから、２億２千８９３万３千円（130.5％）の増により、

前年度と比較して４億２千７５６万９千円の増となりました。

③ 国庫支出金については、文教施設災害復旧費負担金の増（19,979千円）、庁舎耐震整備事業に

係る社会資本整備総合交付金の減（△84,300千円）、プレミアム付商品券事業費等補助金の増

（40,215千円）、災害等廃棄物処理事業費補助金の増（34,834千円）、榎戸駅整備事業に係る

社会資本整備総合交付金の減（△403,560千円）、小中学校の空調設備整備に係るブロック塀・

冷暖房設備対応臨時特例交付金の増（174,896千円）などにより、前年度と比較して２億５４３

万１千円の減となりました。

④ 県支出金については、災害救助費負担金の増（15,743千円）、保育所等整備交付金の増

（41,112千円）などにより、前年度と比較して９千６３５万６千円の増となりました。

⑤ 繰入金については、財政調整基金繰入金の増（484,682千円）、応援寄附金によるまちづくり

基金の増（11,823千円）などにより、前年度と比較して５億５２５万６千円の増となりました。

⑥ 市債については、土木債の榎戸駅整備事業の減（△656,200千円）、教育債の小中学校空調設備

整備事業の増（908,700千円）などにより、３億５３０万円の増となりました。

県 支 出 金

繰 入 金

うち財政調整基金

市 債

うち臨時財政対策債

そ の 他

合　　計 23,181,828

744,400

区　　分

市 税

3,768,502 3,973,933 △ 205,431 △ 5.2

4,058,601 427,569 11.8

7,559,531 7,409,003 150,528 2.0

（単位：千円）

比　較 増減率(％)

決算額　① ③＝①－② ③／②決算額　②

令和元年度 平成30年度

3,631,032地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

156.8793,737 484,682

879,702 505,256 134.9

1,528,142 96,356 6.7

309,055

374,446

1,431,786

△ 92,100 △ 11.0

2,429,400 305,300 14.4

22,119,974

836,500

2,957,950 3,175,674 △ 217,724 △ 6.9

2,124,100

1,061,854 4.8

－2－



（２）市税収入の状況

（３）地方交付税・臨時財政対策債の状況

合　計（実質的な地方交付税） 4,803,001 4,467,532 335,469 7.5

臨時財政対策債 744,400 836,500 △ 92,100 △ 11.0

404,321 175,388 228,933 130.5

2,856,983 69,126 2.4

1,464,097 1,450,890 13,207 0.9

664,941 603,022 61,919 10.3

797,071 803,071 △ 6,000 △ 0.7

3,635,989 57,912 1.6

3,276,893 3,270,607 6,286 0.2

417,008 365,382 51,626 14.1

合　　　計 7,559,531

土　地

区　　分

市　民　税

個　人

法　人

固定資産税

家　屋

償却資産・交付金

3,693,901

2,926,109

その他 939,521

② ③＝①－② ③／②

令和元年度

①

平成30年度 比　較 増減率(％)

150,528 2.0

比　較 増減率(％)

③＝①－② ③／②

427,569 11.8

198,636 5.7

916,031

7,409,003

区　　分
令和元年度 平成30年度

① ②

地方交付税 4,058,601 3,631,032

普通交付税 3,654,280 3,455,644

特別交付税

23,490 2.6

－3－



３． 一般会計歳出決算の状況

（１）目的別内訳

構成比 構成比

0.9 1.0

9.9 10.5

42.3 41.6

9.0 9.4

1.2 1.2

0.5 0.6

5.6 11.2

6.1 6.2

15.7 9.6

0.4 0.0

8.4 8.8

100.0 100.0

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

① 議会費については、議員運営費の減（△5,495千円）などにより、前年度と比較して４４１万

５千円の減となりました。

② 総務費については、庁舎耐震整備事業費の減（△183,787千円）、台風１５号等による災害対

策事業費の増（146,796千円）などにより、前年度と比較して４千７７１万９千円の減となり

ました。

③ 民生費については、プレミアム付商品券発行事業費の増（120,465千円）、障害者自立支援給

付事業費の増（70,742千円）、介護保険特別会計繰出金の増（66,675千円）、私立小規模保育

事業所施設整備事業費の増（44,545千円）、生活保護費の増（90,595千円）などにより、前年

度と比較して４億９千４６６万４千円の増となりました。

④ 衛生費については、塵芥処理に係る維持管理経費の減（△14,405千円）などにより、前年度と

比較して１千２３０万６千円の減となりました。

⑤ 農林水産業費については、経営体育成支援事業費の増（12,830千円）などにより、前年度と比

較して９５２万５千円の増となりました。

⑥ 商工費については、商工会議所事業補助費の減（△1,500千円）などにより、前年度と比較して

２４６万８千円の減となりました。

⑦ 土木費については、榎戸駅整備事業費の減（△1,097,523千円）などにより、前年度と比較して

１１億５千４３８万５千円の減となりました。

⑧ 消防費については、佐倉市八街市酒々井町消防組合費の増（44,356千円）などにより、前年度

と比較して２千２６７万４千円の増となりました。

⑨ 教育費については、小学校・中学校空調設備整備事業費の増（1,066,792千円）、中学校施設改

修事業費の増（236,628千円）などにより、前年度と比較して１４億５千７２２万９千円の増と

なりました。

⑩ 災害復旧費については、台風１５号等の被害を受け、道路や学校などの災害復旧事業費として、

８千１５３万円の増となりました。

2,210,441 △ 47,719 △ 2.1

205,545 △ 4,415 △ 2.1

2,258,160総 務 費

2,005,429 △ 12,306 △ 0.6

9,413,145 494,664 5.58,918,481

2,017,735

民 生 費

衛 生 費

令和元年度 平成30年度

決算額　②

209,960議 会 費

区　　分

（単位：千円）

比　較 増減率(％)

決算額　① ③＝①－② ③／②

121,054 △ 2,468 △ 2.0

261,862 9,525 3.8252,337

123,522

農林水産業費

商 工 費

1,357,175 22,674 1.7

1,246,468 △ 1,154,385 △ 48.12,400,853

1,334,501

土 木 費

消 防 費

3,505,845 1,457,229 71.12,048,616

0

教 育 費

災 害 復 旧 費

合　　計 22,279,141 21,445,651 833,490 3.9

1,870,647 △ 10,839 △ 0.61,881,486公 債 費

81,530 81,530 皆増

－4－



（２）性質別内訳

構成比 構成比

義務的経費 52.9 54.2

18.5 19.6

26.0 25.9

8.4 8.8

投資的経費 11.3 11.5

10.6 11.5

0.7 0.0

その他の経費 35.8 34.3

15.0 13.6

9.8 9.7

0.5 0.2

9.7 9.7

0.8 1.1

100.0 100.0

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

① 人件費については、職員数の増により職員給与等は増加していますが、市町村職員退職手当負

担金の減（△226,036千円）が影響し、前年度と比較して６千６５８万８千円の減となりました。

② 扶助費については、障害者自立支援給付事業費の増（70,742千円）、児童扶養手当支給費の増

（66,675千円）、生活保護費の増（90,595千円）などにより、前年度と比較して２億３千９３５

万９千円の増となりました。

③ 公債費については、クリーンセンター建設事業の償還が終了したことが影響し、１千８３万９

千円の減となりました。

④ 普通建設事業費については、榎戸駅整備事業費の減（△1,097,523千円）、小学校・中学校空調

設備整備事業費の増（1,066,792千円）などにより、前年度と比較して９千４７４万９千円の減

となりました。

⑤ 災害復旧事業費については、台風１５号等の被害に受け、道路や学校などの施設復旧を中心と

した事業費として、１億５千４４１万３千円の増となりました。

⑥ 物件費については、災害廃棄物処理業務の増（63,252千円）、プレミアム付商品券発行事業費の

増（120,465千円）、小学校教育振興費の増（81,528千円）中学校教育振興費の増（33,294千円）

などにより、前年度と比較して４億３千３１６万円の増となりました。

⑦ 積立金については、公共施設等整備基金積立金の増（45,000千円）などにより、前年度と比較し

ての６千２７３万５千円の増となりました。

169,351 238,326 △ 68,975 △ 28.9

合　　計 22,279,141 21,445,651 833,490 3.9

その他

110,060 47,325 62,735 132.6

3,349,848 2,916,688 433,160 14.9

2,157,297 2,071,057 86,240 4.2

2,187,978 2,089,244 98,734 4.7

7,974,534 7,362,640 611,894 8.3

2,521,687 2,462,023 59,664 2.4

2,367,274 2,462,023 △ 94,749 △ 3.8

11,782,920 11,620,988 161,932 1.4

4,126,726 4,193,314 △ 66,588 △ 1.6

154,413 0 154,413 皆増

（単位：千円）

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

決算額　① 決算額　② ③＝①－② ③／②

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

災害復旧事業費

物件費

補助費等

積立金

繰出金

5,785,547 5,546,188 239,359 4.3

1,870,647 1,881,486 △ 10,839 △ 0.6

－5－



４． 特別会計決算の概要

（１）国民健康保険特別会計

歳入総額　　　　　　　　　Ａ

歳出総額　　　　　　　　　Ｂ

歳入歳出差引額　　Ｃ＝Ａ－Ｂ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｄ

実質収支額　　　　　　Ｃ－Ｄ

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

（２）後期高齢者医療特別会計

歳入総額　　　　　　　　　Ａ

歳出総額　　　　　　　　　Ｂ

歳入歳出差引額　　Ｃ＝Ａ－Ｂ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｄ

実質収支額　　　　　　Ｃ－Ｄ

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

（３）介護保険特別会計

歳入総額　　　　　　　　　Ａ

歳出総額　　　　　　　　　Ｂ

歳入歳出差引額　　Ｃ＝Ａ－Ｂ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｄ

実質収支額　　　　　　Ｃ－Ｄ

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

0 0 0

76,055 106,083 △ 30,028

実質収支額のうち地方自治法
233条の2の規定による基金繰入額

0 0 0

4,593,945 4,464,236 129,709 2.9

4,517,890 4,358,153 159,737 3.7

76,055 106,083 △ 30,028

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

4,353 4,895 △ 542

実質収支額のうち地方自治法
233条の2の規定による基金繰入額

0 0 0

6.6

4,353 4,895 △ 542

0 0 0

実質収支額のうち地方自治法
233条の2の規定による基金繰入額

8,880 79,170 △ 70,290

0 0 0

△ 234,293

8,788,723 8,718,680 70,043 0.8

8,759,111 8,454,774 304,337 3.6

（単位：千円）

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

29,612 263,905 △ 234,293

29,612 263,905

（単位：千円）

（単位：千円）

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

639,980 600,935 39,045 6.5

635,628 596,040 39,588

－6－



（４）下水道事業特別会計

歳入総額　　　　　　　　　Ａ

歳出総額　　　　　　　　　Ｂ

歳入歳出差引額　　Ｃ＝Ａ－Ｂ

翌年度に繰り越すべき財源　Ｄ

実質収支額　　　　　　Ｃ－Ｄ

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

５．　水道事業会計剰余金の処分及び決算の概要

　○決算報告書（消費税等込み表示）

　【収益的収入及び支出】

収益的収入

収益的支出

　【資本的収入及び支出】

資本的収入

資本的支出

　

　○剰余金処理計算書(案)（消費税等抜き表示）

年度末残高

議会の議決による処分額

資本金への組み入れ

減災積立金の積立

条例による処分額

処分後残高 （繰越欠損金） 0

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

６．　市債の年度末現在高の状況

元金③ 利子 計

1,773,032 97,613 1,870,645

293,858 59,028 352,886

212,568 40,380 252,948

2,279,458 197,021 2,476,479

(注)各計数は表示単位未満四捨五入のため、合計等に一致しない場合があります。

区　　分 未処分利益剰余金

267,383

△ 120,000

△ 147,383

00 0

1,794,868 127,599

資本金 資本剰余金

1,674,868 127,599

120,000 0

0 0

24,866 55,556 △ 30,690

120,000 0 △ 267,383

△ 55.2

243,528 300,715 △ 57,187 △ 19.0

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

1,003,296 31,293 3.1

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

△ 1.2

1,500 135 1,365

41,685 52,924 △ 11,239

実質収支額のうち地方自治法
233条の2の規定による基金繰入額

0 0 0

821,755 777,872 43,883 5.6

778,570 724,813 53,757 7.4

43,185 53,059 △ 9,874

区　　分
令和元年度 平成30年度 比　較 増減率(％)

① ② ③＝①－② ③／②

一 般 会 計

（単位：千円）

令和元年度元利償還額

18,188,140

平成30年度末
現在高　①

令和元年度
発行額　②

4,075,864下水道事業特別会計

水 道 事 業 会 計

合　　計

区　　　　　分
令和元年度末

現在高①+②-③

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

2,046,529

24,310,533

17,531,772

4,215,522

2,244,797

23,992,091

2,429,400

154,200

14,300

2,597,900

1,184,108 1,199,095 △ 14,987

1,034,589

－7－


